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１．はじめに  

 平成 19 年に，国道 23 号線の木曽川大橋の鋼部材の

一部に損傷が発見されたことを受けて，岐阜県では，

県が管理する橋梁のうち，トラス橋など 108 橋につい

て目視による緊急点検を実施した。その結果、緊急に

対応する必要のある橋梁は発見されなかったが，13橋

について補修の検討が必要と判断された。これを受け

て「岐阜県鋼橋梁補修検討委員会（以下 委員会）」が

設置され，具体的な補修工法などが検討された。 

 委員会では，腐食損傷を生じた部材の補修の必要性

についても議論され，補修対象となる部材の選定方法

についても検討された。本稿では，補修対象となる部

材の選定過程について報告する。 

２．損傷事例  

 今回の検討対象となった橋梁では，平成１１年に，

トラス斜材の歩道部床版貫通部における腐食損傷が原

因と考えられる破断が確認され，当て板工法による補

強が実施された。しかし，当時は損傷が発見されなか

った，あるいは損傷が軽微と判定された圧縮部材の一

部において，今回の点検において，腐食損傷が発見さ

れた。写真− １に損傷例を示す。 

 

写真− １ 腐食損傷例 

３．腐食マップの作成  

 補修対象となる部材を選定するにあたり，各部材毎

に，１）近接目視による損傷状況の調査，２）損傷箇

所の凹凸計測による簡易的なランク分け，３）損傷程

度の大きな部材の板厚詳細調査 を実施した。表− １

に凹凸計測による簡易的なランク分けの判定基準を，

表− ２にランク分けの判定結果を示す。板厚減少量が

3mm を越え，損傷程度が著しいと考えられる部材は全

体の 41％であり，橋梁全体として腐食が進行している

と考えられる。 

表− １ 損傷ランクの判定基準 

ランク 損傷の目安 表面凹凸の目安 

A 塗膜のはがれ 1mm 未満 

B 腐食（小） 1mm 以上 2mm 未満 

C 腐食（中） 2mm 以上 3mm 未満 

D 腐食（大） 3mm 以上 4mm 未満 

E 大きな断面欠損 4mm 以上 
 

表− ２ 判定結果 

ランク 本数 百分率 

A 83 33 
B 12 4.5 
C 29 11.5 

D 55 22 
E 73 29 

合計 252 100 
 

続いて，損傷程度が E ランクと判定された圧縮部材に

ついて，目視において最も腐食損傷が著しいと判断さ

れる部位の板厚を超音波板厚計により測定し，平均減

耗量を算出した。板厚測定位置を図− １に示す。着目

パネル毎にばらつきはあるが，設計板厚の３割以上が

減耗した板パネルもあり，局部座屈発生が懸念される。 

             

 

 

 

 

 
 

図− １ 板厚測定位置の概念図 
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４．補修対象の選定方法  

 対象橋梁の斜材では腐食損傷は床版貫通部に発生す

るため，損傷部位が部材端部に位置する。このため，

部材の全体座屈に対する腐食損傷の影響は，構成板パ

ネルの局部座屈に比べて相対的に小さい 1),2)。そこで，

次式に示す幅厚比パラメータを用いて局部座屈に対す

る安全性を評価する。 



P 
b

t

12(1 2)

k 2

Y
E

      （１） 

局部座屈の可能性が小さい部材については，代替荷重

係数設計法 3)により応力度照査を実施し，安全性を評

価する。 



R

F
1.0            （２） 

ここに，R および F は，部材の材料降伏応力度および

作用応力度であり，安全係数は，全体座屈に対する安

全係数と測定誤差に対する安全係数をそれぞれ 1.1 お

よび 1.2 と仮定してα=1.32 で与える。 

５．補修対象の選定結果 

 道路橋示方書 4)では，局部座屈応力度を次式で与え

ている。 
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     （３） 

そこで，まず断面構成板パネルの局部座屈に着目し，



P  0.7を補修対象に選定する基準とする。一方，



P  0.7の場合には，作用応力度が降伏応力度（公称

値）と比較して，式（２）を満足しない場合に補修対

象とする。表− ４に，特に腐食損傷が激しかった部材

および部位（10部材，20部位）について，補修の必要

性の判定結果を示す。今回の対象橋梁では，式（１）

および式（３）による局部座屈に対する安全性より補

修対象となった部材は有ったが，式（２）による作用

応力度に関する照査により補修の必要性が判定された

部材は無かった。 

６．おわりに 

 構造物の設計手法が仕様規定型から性能照査型に遷

移する社会的趨勢を考慮して，性能照査型設計法に対

応した補修対象の選定方法が提案できたと考える。今

後の参考になれば幸いである。 
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表− ４ 補修の必要性の判定結果 

部材番号 部位番号 鋼種 設計板厚 

(mm) 

実測板厚 

（mm） 

作用応力度 

（N/mm2） 

幅厚比パ

ラメータ 

代替荷重

係数 

判定 

上 22 ② SS400 8 4.5 -65.0 1.218 → 補修 
③ SS400 8 6.5 -43.6 0.454 4.08 OK 

上 96 ② SM490 12 10.3 -122.4 0.584 1.95 OK 
③ SM490 16 13.6 -129.9 0.424 1.84 OK 

上 103 ② SM490 9 7.5 -98.8 0.846 → 補修 
③ SM490 8 6.6 -97.7 0.734 → 補修 

上 108 ② SM490 9 6.9 -108.1 0.920 → 補修 
③ SM490 8 7.2 -94.2 0.673 2.53 OK 

上 117 ② SM490 9 8.1 -116.0 0.773 → 補修 
③ SM490 10 8.7 -120.3 0.653 1.98 OK 

下 5 ④ SM490 8 8.0 -46.2 0.480 5.17 OK 
③ SM490 8 5.7 -70.8 1.113 → 補修 

下 12 ② SM490 12 10.5 -121.0 0.572 1.97 OK 
③ SM490 16 14.3 -123.1 0.403 1.94 OK 

下 94 ② SM490 9 7.4 -123.9 0.846 → 補修 
③ SM490 10 7.3 -135.7 0.778 → 補修 

下 96 ④ SM490 12 9.8 -127.1 0.613 1.88 OK 
③ SM490 16 13.6 -129.2 0.424 1.85 OK 

下 103 ④ SM490 9 6.9 -111.0 0.920 → 補修 
③ SM490 8 6.3 -106.7 0.769 → 補修 
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